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要 旨 

「目的」本研究の目的はＡ県の３年間にわたる訪問看護ステーション連携強化の取組について意義と課題の整

理を行い、今後の訪問看護ステーション連携について検討することを目的とした。 

「方法」Ａ県の同意の得られたすべての訪問看護ステーション419か所に所属する訪問看護師3,750名を対象と

して無記名自記式質問紙調査を実施し、統計学的解析を行った。 

「結果」936名から回答を得た（有効回答率：25.0％）。交流会に参加して他のステーションと連携がしやすく

なったのは37.1％だった。今後の必要性について、交流会を必要とする肯定群は936人中641人（68.5％）で、

同行訪問研修を必要とする肯定群は936人中562人（60.0％）だった。しかし同行訪問研修の実際の参加率は

16.8％にとどまり、参加の困難さがあった。医療介護福祉の連携意識は、年代と職位に有意な差があった。ま

た交流会および同行訪問研修の必要性と連携意識に有意な差があった。在宅医との連携では、最も必要である

と感じているが、連携の取りやすさでは困難さを感じていた。 

「考察」本研究結果では訪問看護ステーション間での連携の深まりを明らかにすることはできなかった。しか

し交流会や同行訪問研修の必要性を感じている割合が高かったことから継続する意義はあると考えた。その意

義として具体的には、連携上の課題が共有でき、医療的ケアの知識や技術が学べることや運営方法を知る機会

となることである。また在宅医療推進のために在宅医との調整の積み重ねの必要性があり、コミュニケーショ

ンスキルを磨き、連携力を獲得していくための場への積極的参加の啓発と参加しやすい仕組みづくりが必要で

ある。 

 

キーワード：訪問看護師 訪問看護ステーション 在宅医療 連携 

 

緒 言 

 わが国は、世界に類を見ないスピードで高齢化が

進展しており、高齢化率は2025年には約30％、2060

年には38％に達すると推定されている。とりわけ後

期高齢者の人口増加により寝たきりなどの重度の要

介護者や医療依存度の高い療養者の急速な増加が予

測され、本格的な多死時代の到来を迎える1)。国は在

宅での看取りまで含めた在宅医療推進策として、

2006年度診療報酬改定では「在宅療養支援診療所」

を創設し、地域における在宅医療の中核を担う医療

機関として位置づけ在宅療養患者に対する24時間対

応の窓口となった。そして必要に応じて他の病院、

診療所、訪問看護ステーション、薬局、訪問介護等

との連携を図りつつ、24時間の往診や訪問看護を提

供する体制の構築を図ってきた2)。これを背景に国民

の意識としても介護を受けたい場所、さらに最期を

迎える場所として自宅を希望する者が多いという内

閣府の調査結果3)が得られており、病院完結型の医療
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から地域完結型の医療への転換は必要であると考え

る。しかし現状は緊急時の対処や苦痛のコントロー

ルを24時間365日安心して任せられる在宅医療体制

は十分ではなく、現実には医療依存度の高い療養者

の在宅看取りはまだまだ困難な状況である4)。 

 在宅医療推進に関する先行研究としては、1990年

代に訪問診療、訪問看護という在宅医療の概念が生

まれたのち、散見されるようになった5)6)7)。2000年の

介護保険制度の施行に伴い在宅介護における職種間

での連携に関する研究が多くなり、在宅療養を希望

する療養者や家族への支援として、療養者の病状急

変時の対応や家族の介護負担の軽減のための医療や

介護の支援体制の整備の必要性が浮上してきた。医

療依存度の高い療養者を支援するためには、医師、

訪問看護師を中心として多職種の連携が不可欠であ

り、特に訪問看護師の24時間365日対応可能な訪問看

護体制の構築が必要である8)。近年は24時間の体制を

とる訪問看護ステーションは増加傾向にはあるが、

小規模のステーションが多く9)医療依存度の高い療

養者の終末期までを支援するためには、多職種・同

職種の連携による体制づくりが喫緊の課題である。 

 そこで３人未満の小規模訪問看護ステーションが

全体の７割を占めるＡ県10)では、在宅医療推進のた

めに2016年度から2018年までの３年間訪問看護ステ

ーション連携強化事業を実施し、連携意識の強化と

24時間365日対応可能な訪問看護体制づくりの推進

を図った。本研究は、Ａ県のこの３年間の取組の結

果について考察し、その意義や課題について整理を

行うことで今後の在宅医療推進のための訪問看護ス

テーション連携の在り方について示唆を得ることを

目的とした。 

 

方 法 

１．訪問看護ステーション連携強化事業の概要 

 本事業はＡ県よりＡ県訪問看護ステーション連絡

協議会に委託され、さらに著者らが協働して訪問看

護師及び訪問看護ステーションの質の向上を目指し

３年間にわたり実施したものである。 

１）交流会 

 訪問看護ステーション同士の連携を強化し、24時

間・365日対応可能な訪問看護体制の構築を促進する

ために、2016年～2018年の３年間継続的に、年１～

４回の交流会を地域毎に実施した。内容は、訪問看

護ステーションの現状についての情報共有、事業や

人材育成などの課題や連携・協力に関する意見交換

等であった。 

２）同行訪問研修 

 看取りや高度な医療管理等を経験する機会が少な

い訪問看護ステーションの訪問看護師のスキル向上

を図るため、実践件数が多い訪問看護ステーション

の在宅訪問に同行する研修を実施した。 

 

２．研究対象者 

 Ａ県の同意の得られたすべての訪問看護ステーシ

ョン419か所に所属する訪問看護師3,750名を対象と

した。 

 

３．研究方法 

１）データ収集方法 

 本調査の実施に当たっては、事前にＡ県訪問看護

ステーション連絡協議会に口頭と書面にて説明を行

い、調査票配布の同意を得た。 

 調査票は、郵送し、返信用封筒で返送をお願いし

た。調査票には研究目的、研究内容、研究結果の利

用、研究協力に関する倫理的配慮を明記した依頼文

書を同封し、書面による説明を実施した。調査票は、

無記名自記式質問紙とし、研究協力に同意した対象

者のみ回答を頂いた。 

２）調査項目 

 対象者の属性は、性別、年代、職位、看護職通算

経験年数、訪問看護経験年数、取得資格、雇用形態

であり、訪問看護ステーションについては、規模、

過去一年間の終末期ケアの担当患者数、職場状況で

ある。他職種との連携については在宅療養継続・看

取りにかかわる７つの専門職について、連携の必要

性の認識を「とても必要」～「必要ない」、実際の連

携状況を「とても連携している」～「連携していな

い」、連携の取りやすさの認識を「とてもとりやすい」

～「取りにくい」のそれぞれ５段階で尋ねた。また、

在宅医との連携の際に困っていること、在宅ターミ

ナルケアの実践のための知識・技術に関する認識を

尋ねた。 

 在宅終末期ケアの実践のための知識と技術につい

ては、訪問看護師のインタビュー内容を質的機能的

に分析し研究者間で協議を重ね18項目を抽出した。

「実践できる」〜「実践できない」の４件法で回答

してもらい、分析では得点が高いほど実践ができて

いると解釈できるため点数を逆転化した。また医療
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介護福祉の連携意識を測る尺度として医療介護福祉

の地域連携尺度8)を用いた。本尺度はCronbach α係

数が0.86で信頼性が得られており、その構造は「他

の施設関係者と気軽にやり取りができる」、「地域の

多職種の役割がわかる」、「地域の関係者の名前と顔・

考え方が分かる」、「地域の多職種で会ったり話し合

う機会がある」、「地域に相談できるネットワークが

ある」、「地域のリソースが具体的にわかる」の６つ

の大項目に関する26項目の下位尺度で構成され得点

が高いほど連携意識が高いとされている。「そう思う」

～「そう思わない」の５件法で回答してもらい合計

得点を算出した。 

３）研究期間 

 2018年12月～2019年２月 

４）分析方法 

 調査結果は各項目の記述統計を算出した。訪問看

護ステーション連携強化事業の効果を検証するため、

交流会・同行訪問研修への参加の有無やその必要性

による医療介護福祉の連携意識の差、また在宅ター

ミナルケアの知識と技術の差を検証するため、ｔ検

定、及び一元配置分散分析と多重比較を行った。 

 分析は、統計ソフトSPSSを使用し、統計学的検討

を行い、有意水準は５％未満とした。 

５）倫理的配慮 

 本研究における参加は研究協力者の自由意志であ

ることを文書で説明し、無記名調査紙であり回答の

返信をもって同意を得られたとする。また所属の福

岡県立大学研究倫理部会の承認を受け開始した（承

認番号：H28-21-H30）。 

 

結 果 

 Ａ県の訪問看護ステーション419か所の訪問看護

師3,750名を対象に自記式質問紙を送付し188施設

936名から回答を得た。（有効回答率：ステーション

37.6％ 対象看護師25.0％）有効回答数のうち、欠

損値の取り扱いとして項目ごとに除外したため、そ

れぞれのｎ数に違いがある。 

 

１．属性について（表１） 

 訪問看護師の性別は908人中863人（95.0％）が女

性であり、40歳代が最も多かった。看護職経験年数

は10年以上が903人中827人（91.6％）であった一方、

訪問看護経験年数においては、３年未満が867人中

286人（33.0％）であった。終末期ケアの経験につい

ては、経験なしが805人中315人（39.1％）と最も多

く、３人以下を合わせると805人中563人（69.9％）

であった。 

表１ 訪問看護師の属性 

    人数 
割合 

(％) 

性別  n＝908 

 男 45 5.0 

  女 863 95.0 

年齢  n=935 
 20代 21 2.2 

 30代 160 17.1 

 40代 390 41.7 

 50代 270 28.9 

  60代 94 10.1 

職位  n=924 

 管理職 171 18.5 

 主任 48 5.2 

 スタッフ 705 76.3 

看護師経験年数 n＝903 

 １年未満 1 0.1 

 １-３年未満 5 0.6 

 ３-５年未満 8 0.9 

 ５-10年未満 62 6.9 

  10年以上 827 91.6 

訪問看護師経験年数 n＝867 

 １年未満 80 9.2 

 １-３年未満 206 23.8 

 ３-５年未満 150 17.3 

 ５-10年未満 187 21.6 

  10年以上 244 28.1 

取得資格 （複数回答） n＝936 

 准看護師 175 18.7 

 正看護師 836 89.3 

 保健師 34 3.6 

 ケアマネジャー 184 19.7 

  その他 40 4.3 

平成29年度の終末期ケアの担当患者数 n＝805 

 経験なし 315 39.1 

 ３人以下 248 30.8 

 ４人～５人 98 12.2 

 ６人～10人 87 10.8 

  11人以上 57 7.1 

［注］nは欠損値を除いた数 
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２．交流会及び同行訪問研修参加について（表２、

表３） 

 交流会の参加人数は936人中428人（45.7％）で、

交流会に参加して役立った事は、「他のステーション

職員との相互交流が出来た」が936人中230人

（67.3％）、「連携していく上での課題が共有できた」

表２ 交流会参加について 

    人数 割合(％) 
交流会への参加 n=936 
 

あり 428 45.7 
 

なし 486 51.9 
  無回答 22 2.4 
交流会に参加して役立った事（複数回答）   
 

連携していく上での課題が共有できた 230 53.7 
 

他のステーションと連携がしやすくなった 159 37.1 
 

他のステーション職員との相互交流ができた 288 67.3 
 

医療的ケアの知識が学べた 106 24.8 
 

医療的ケアの技術が学べた 66 15.4 
 

看取りの可能性や増加につながった 25 5.8 
 

他のステーションの運営を知ることができた 128 29.9 
 

利用者の確保につながった 13 3 
 

運営方法の改善・向上につながった 24 5.6 
 

コミュニケーションスキルが向上した 25 5.8 
 

利用者やその家族との関わり方が学べた 74 17.3 
今後の交流会の必要性   
 

とても感じている 216 23.1 
 

どちらかといえば感じている 425 45.4 
 

あまり感じていない 83 8.9 
 

全く感じていない 6 0.6 
  無回答 206 22.0 

［注］nは欠損値を除いた数 

表３ 同行訪問研修参加について 

  人数 割合(％) 
同行訪問研修への参加 n=936 
 あり 157 16.8 
 なし 701 74.9 
  無回答 78 8.3 
同行訪問研修に参加して役立った事（複数回答）   
 連携していく上での課題が共有できた 32 20.4 
 他のステーションと連携がしやすくなった 39 24.8 
 他のステーション職員との相互交流ができた 83 52.9 
 医療的ケアの知識が学べた 59 37.6 
 医療的ケアの技術が学べた 68 43.3 
 看取りの可能性や増加につながった 6 3.8 
 他のステーションの運営を知ることができた 44 28.0 
 利用者の確保につながった 4 2.5 
 運営方法の改善・向上につながった 12 7.6 
 コミュニケーションスキルが向上した 16 10.2 
 利用者やその家族との関わり方が学べた 60 38.2 
今後の同行訪問研修の必要性   
 とても感じている 136 14.5 
 どちらかといえば感じている 426 45.5 
 あまり感じていない 111 11.9 
 全く感じていない 9 1.0 
  無回答 254 27.1 

［注］nは欠損値を除いた数 
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936人中230人（53.7％）、「他のステーションと連携

がしやすくなった」936人中159人（37.1％）であっ

た。交流会の必要性については「とても感じている」

と「どちらかといえば感じている」を合わせると936

人中641人（68.5％）であった。同行訪問研修の参加

率は936人中157人（16.8％）で、参加して役立った

事は、「他の訪問看護ステーション職員との相互交流

ができた」936人中93人（52.9％）、「医療的ケアの技

術が学べた」936人中68人（43.3％）であった。同行

訪問研修の必要性については「とても感じている」

と「どちらかといえば感じている」を合わせると936

人中562人（60.0％）であった。 

 

３．在宅療養継続・在宅看取りを行うための多職種

との連携について（表４） 

 他の専門職との連携の必要性について、「必要」と

回答した割合を職種別にみると、最も多かったのは

在宅医で936人中917人（98.0％）、次いでケアマネジ

ャーで936人中905人（96.7％）であった。他の訪問

看護ステーションは936人中707人（75.5％）であっ

た。実際の連携で最も多かったのはケアマネジャー

で936人中826人（88.3％）、次いで在宅医は936人中

764人（81.6％）、他の訪問看護ステーションは936人

中426人（45.5％）であった。連携の取りやすさでは

在宅医は936人中611人（65.3％）、他の訪問看護ステ

ーションは936人中400人（42.7％）であった。また

在宅医との連携の際に困っていることは、時間調整

が936人中605人（64.6％）と最も多く、次に多いの

はコミュニケーションの取り方が936人中392人

（41.9％）であった（表５）。 

 

４．交流会及び同行訪問研修が在宅終末期ケアの知

識・技術に及ぼす影響（表６） 

 交流会および同行訪問研修参加の有無と在宅ター

ミナルケアに関する知識との関連について在宅終末

期ケアの知識及び技術を従属変数とし、交流会参加

の有無を独立変数として t 検定を行った。在宅終末

期ケアの知識に関する８項目では、交流会の参加経

験が「ある」の平均値は20.1点±4.7で、交流会に参

加の「あり」は「ない」より知識が有意に高かった

（p<.001）。また同行訪問研修の参加経験が「あり」

の平均値は19.2点±5.2で、同行訪問研修の経験が

「あり」は「ない」より有意に知識が高かった（p<.01）。

在宅終末期ケアの技術に関する10項目では、交流会

の参加経験が「あり」の平均値は17.8点±5.5で「な

い」より技術が有意に高かった（p<.01）。同行訪問

研修に関しては「ある」「なし」では技術に有意な差

はみられなかった。 

 

５．医療介護福祉の連携意識に関連する要因 

（表７） 

 医療介護福祉の連携意識との関連では、医療介護

福祉の連携意識を従属変数とし、属性及び交流会お

よび同行訪問研の今後の必要性の有無を独立変数と

して t 検定または一元配置分散分析を行い、さらに

多重比較法ではTukey検定を行った。属性では年代

と職位に有意な差があった。年代では40歳代は平均

値88.2点±17.0で30歳代より連携意識が有意に高

かった（p<.05）。50歳代の平均値は90.8点±18.6、

60歳代以上の平均値は94.2±18.7でいずれも30歳

代より有意に連携意識が高かった（p<.001）。また職

位では管理職が平均値95.7点±19.2でスタッフよ

り連携意識が有意に高かった（p<.001）。 

 今後の交流会及び同行訪問研修の必要性について

「とても感じている」と「どちらかといえば感じて

いる」を合わせて肯定群とし、「あまり感じていない」

と「全く感じていない」を合わせて否定群として、

この２群間で比較したところ交流会では肯定群の平

均値83.1±15.7で、否定群は78.6±16.4で肯定群は

否定群より連携意識が有意に高かった（p<.05）。ま

た同行訪問研修については肯定群の平均値は83.9

±15.7で、否定群の平均値は80.2±16.8で肯定群は

否定群より連携意識が有意に高かった（p<.05）。 

 

考 察 

１．訪問看護ステーション連携の取組の意義と課題 

 Ａ県の３年間にわたる訪問看護ステーション連携

強化事業の交流会および同行訪問研修の参加者のう

ち最も役立ったことは他のステーションとの相互交

流ができたとのことだった。しかし他のステーショ

ンとの連携のしやすさでは交流会は37.1％、同行訪

問研修は24.8％であったことから本研究結果では訪

問看護ステーション間での連携の深まりを明らかに

することはできなかった。しかしながら今後も交流

会や同行訪問研修の必要性を感じている割合が高か

ったことから、この取組を継続していく意義は大き

いと考える。その意義として具体的には、連携上の

課題が共有でき、医療的ケアの知識や技術が学べる 
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表４ 在宅療養継続・在宅看取りを行うための多職種との連携 

  連携の必要性  連携の実際  連携の取りやすさ 

  人数 割合(％)   人数 割合(％)   人数 割合(％) 

① 在宅医     ① 在宅医   ① 在宅医   

  とても必要 892 95.3   とても連携している 349 37.3   とてもとりやすい 155 16.6 

  まあ必要 25 2.7   まあ連携している 415 44.3   まあとりやすい 456 48.7 

  どちらとも言えない 7 0.7   どちらとも言えない 95 10.1   どちらとも言えない 199 21.3 

  あまり必要ない 1 0.1   あまり連携していない 18 1.9   あまりとりやすくない 43 4.6 

  必要ない - -   連携していない 12 1.3   とりにくい 20 2.1 

    無回答 11 1.2     無回答 47 5.0     無回答 63 6.7 

計 936 100.0 計 936 100.0 計 936 100.0 

② 歯科医師   ② 歯科医師   ② 歯科医師   

  とても必要 239 25.5   とても連携している 29 3.1   とてもとりやすい 30 3.2 

  まあ必要 442 47.2   まあ連携している 173 18.5   まあとりやすい 148 15.8 

  どちらとも言えない 173 18.5   どちらとも言えない 279 29.8   どちらとも言えない 437 46.7 

  あまり必要ない 40 4.3   あまり連携していない 193 20.6   あまりとりやすくない 108 11.5 

  必要ない 11 1.2   連携していない 199 21.3   とりにくい 115 12.3 

    無回答 31 3.3     無回答 63 6.7     無回答 98 10.5 

計 936 100.0 計 936 100.0 計 936 100.0 

③ 薬剤師   ③ 薬剤師   ③ 薬剤師   

  とても必要 546 58.3   とても連携している 136 14.5   とてもとりやすい 130 13.9 

  まあ必要 290 31.0   まあ連携している 372 39.7   まあとりやすい 345 36.9 

  どちらとも言えない 66 7.1   どちらとも言えない 205 21.9   どちらとも言えない 301 32.2 

  あまり必要ない 11 1.2   あまり連携していない 115 12.3   あまりとりやすくない 41 4.4 

  必要ない 2 0.2   連携していない 52 5.6   とりにくい 40 4.3 

    無回答 21 2.2     無回答 56 6.0     無回答 79 8.4 

計 936 100.0 計 936 100.0 計 936 100.0 

④ ケアマネージャー   ④ ケアマネージャー   ④ ケアマネージャー   

  とても必要 856 91.5   とても連携している 523 55.9   とてもとりやすい 376 40.2 

  まあ必要 49 5.2   まあ連携している 303 32.4   まあとりやすい 391 41.8 

  どちらとも言えない 12 1.3   どちらとも言えない 46 4.9   どちらとも言えない 78 8.3 

  あまり必要ない 1 0.1   あまり連携していない 7 0.7   あまりとりやすくない 13 1.4 

  必要ない 1 0.1   連携していない 4 0.4   とりにくい 8 0.9 

    無回答 17 1.8     無回答 53 5.7     無回答 70 7.5 

計 936 100.0 計 936 100.0 計 936 100.0 

⑤ 病院看護師   ⑤ 病院看護師   ⑤ 病院看護師   

  とても必要 560 59.8   とても連携している 86 9.2   とてもとりやすい 66 7.1 

  まあ必要 291 31.1   まあ連携している 397 42.4   まあとりやすい 313 33.4 

  どちらとも言えない 59 6.3   どちらとも言えない 267 28.5   どちらとも言えない 334 35.7 

  あまり必要ない 8 0.9   あまり連携していない 108 11.5   あまりとりやすくない 100 10.7 

  必要ない 2 0.2   連携していない 32 3.4   とりにくい 55 5.9 

    無回答 16 1.7     無回答 46 4.9     無回答 68 7.3 

計 936 100.0 計 936 100.0 計 936 100.0 

⑥ 他の訪問看護ステーション  ⑥ 他の訪問看護ステーション  ⑥ 他の訪問看護ステーション  

  とても必要 399 42.6   とても連携している 89 9.5   とてもとりやすい 87 9.3 

  まあ必要 308 32.9   まあ連携している 337 36.0   まあとりやすい 313 33.4 

  どちらとも言えない 177 18.9   どちらとも言えない 276 29.5   どちらとも言えない 367 39.2 

  あまり必要ない 30 3.2   あまり連携していない 111 11.9   あまりとりやすくない 45 4.8 

  必要ない 3 0.3   連携していない 70 7.5   とりにくい 48 5.1 

    無回答 19 2.0     無回答 53 5.7     無回答 76 8.1 

計 936 100.0 計 936 100.0 計 936 100.0 

⑦ 市区町村保健師   ⑦ 市区町村保健師   ⑦ 市区町村保健師   

  とても必要 170 18.2   とても連携している 19 2.0   とてもとりやすい 15 1.6 

  まあ必要 288 30.8   まあ連携している 96 10.3   まあとりやすい 93 9.9 

  どちらとも言えない 336 35.9   どちらとも言えない 329 35.1   どちらとも言えない 468 50.0 

  あまり必要ない 80 8.5   あまり連携していない 182 19.4   あまりとりやすくない 113 12.1 

  必要ない 22 2.4   連携していない 228 24.4   とりにくい 147 15.7 

    無回答 40 4.3     無回答 82 8.8     無回答 100 10.7 

計 936 100.0 計 936 100.0 計 936 100.0 

［注］nは欠損値を除いた数 
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表５ 在宅医との連携の際に困っていること（複数回答）   n=936 

  人数 割合（％） 

時間調整 605 64.6 

情報伝達ツールの違い 268 28.6 

コミュニケーションの取り方 392 41.9 

医学用語の理解 25 2.7 

その他 53 5.7 

［注］nは欠損値を除いた数 

 

表６ 交流会および同行訪問研修参加の有無と在宅ターミナルケアに関する知識及び技術に関連する要因 

項目 
交流会参加 

 n 平均値 SD p 

在宅ターミナルケアに関する知識 

あり 400 20.1 4.7 
*** 

なし 411 17.2 5.2 

      

      

同行訪問研修 

 n 平均値 SD p 

あり 142 19.2 5.2 
** 

なし 656 17.2 4.9 

在宅ターミナルケアに関する技術 

交流会参加 

 n 平均値 SD p 

あり 410 17.8 5.5 
** 

なし 458 16.4 4.6 

      

      

同行訪問研修 

 n 平均値 SD p 

あり 150 17.1 5.5 
n.s 

なし 670 16.6 4.8 

［注］nは欠損値を除いた数                  *p＜.05   **p＜.01  ***p＜.001 



 

福岡県立大学看護学研究紀要 19， 13-23，2022 

20 

ことや運営方法を知る機会となることである。訪問

看護師は知識と技術の積み重ねが習得されている立

場の看護師である 11)とされ、そのため療養者本人だ

けでなく家族の前で看護師としての知識や技術等の

力量を評価される場面が多々あり、その負担感から

離職につながることも指摘されている 12)。このこと

からも連携を促進し、経験知の共有につながる交流

会や同行訪問研修の継続は訪問看護師特有の複雑な

看護業務への課題解決にもつながると期待され、そ

の必要性を感じているのではと考える。 

 一方で、この取組への参加の困難さがうかがえる。

特に同行訪問研修では16.8％の参加率にとどまり、

要因として知識や技術を学ぶ必要性は感じているが

時間調整や家族の受け入れ状況の難しさなどがある。

また小規模ステーションの人的・時間的な余裕がな

いこともあげられている13)。それでも訪問看護師と

しての知識と技術の習得のためには交流会のみなら

ず、研修を受ける機会が必要である。特に終末期ケ

アでは訪問看護師は医療的ケアの知識と技術のみな

らず家族への関り方やコミュニケーション力が求め

られるが、経験不足などから自信が持てない訪問看

護師も少なくない14)。本研究結果からも終末期ケア

は、未経験者が39.1％であり年間の経験人数３人以

下と合わせると69.9％が十分な経験ができていない

状況である。この要因として小規模ステーションで

は終末期ケアを行うための24時間体制は訪問看護師

一人ひとりの負担が大きく15)、人材確保も困難な状

況にあること16)に加え、終末期ケアの不安もあると

考えられる。落合ら17)も訪問看護業務はステーショ

ン外で単独で実施するため不安が多く、結果を認め

てもらう機会が少ないという特徴があり、この不安

を解消するための手法として同行訪問を通して各自

の不安ややりがい・喜びなどを共有できる場を設け

ることが有用であると述べている。本事業の目的が

医療依存度の高い療養者の終末期までを支援するた

めの連携による体制づくりであり、そのためには同

表７ 医療介護福祉の連携意識に関連する要因 

項目 
年代 

 n 平均値 SD p 

医療介護福祉職の 

連携意識 

20代 21 85.8 17.7  

30代 151 83.2 16.4  

40代 360 88.2 17.0 * 
50代 245 90.8 18.6 *** 
60代以上 75 94.2 18.7 *** 
      

      

職位 

 n 平均値 SD p 
管理職 161 95.7 19.2 

*** 主任 45 91.1 15.4 

スタッフ 637 86.7 17.1 

   
   

   
   

今後の交流会の必要性 

 n 平均値 SD p 
必要である 607 83.1 15.7 * 
必要ない 83 78.6 16.4 

 

   
   

   
   

今後の同行訪問研修の必要性 

  n 平均値 SD p 
必要である 534 83.9 15.7 * 
必要ない 114 80.2 16.8   

［注］nは欠損値を除いた数                  *p＜.05   **p＜.01  ***p＜.001 
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行訪問研修への参加を促進する必要がある。今後は

「必要でない」と思う要因を分析し同行訪問研修の

参加が可能となるための環境整備や仕組みづくりが

必要である。 

 

２．在宅医療推進のための訪問看護の連携の在り方

について 

 Ａ県では令和２年から令和22年にかけて11万人以

上の要介護認定者数の増加が見込まれている18)。こ

のような状況下において病院・施設から在宅へのシ

フトが加速していく中で、在宅療養者の医療ニーズ

はますます高まると考えられ、療養者本人とその家

族が在宅療養を希望するならば当然、看護・医療が

保障される必要がある。特に在宅看取りにおいては、

刻々と変化する身体の状態を把握し、先を見通し、

どのような医療提供が望ましいのかを、本人、家族、

多職種とともに検討することが必要である。そのた

め医療と生活の両方の視点を持つ看護師が多職種と

連携してマネジメント力を発揮する必要性がある19)。

実際、本研究結果において、ケアマネジャーとは最

も連携が取れている状況であった。ケアマネジャー

は介護保険制度に位置づけられた専門職であり、チ

ームのまとめ役であるが、近年在宅療養をする人の

医療ニーズの高まりや看取りに対して困惑するケア

マネジャーの姿もある。そのため在宅医療を推進す

るためには、より一層の訪問看護師とケアマネジャ

ーの連携が必要であり、連携の際にはバックグラウ

ンドが多様なケアマネジャーの専門性を尊重しつつ、

互いの役割が理解できるよう関わることが重要であ

ると考える。 

 次に在宅医との連携は、最も必要であると感じて

いるが、連携の取りやすさでは困難さを感じている

ことも明らかとなった。課題となる点は、時間の調

整やコミュニケーションの取りづらさであった。成

瀬ら20)も在宅医療において医師との連携は不可欠で

あるが、時間的余裕がないことから調整及びコミュ

ニケーションの難しさをあげており、本研究結果と

も一致する。しかし在宅療養者に日常的にかかわる

ことの多い訪問看護師は医療と介護をつなぎ、多職

種連携を調整する重要な役割を担っている21)ことか

らも在宅医との連携を促進していくことが求められ

る。医師との連携の促進因子として、調整の積み重

ねの必要性が挙げられており22)、在宅医とは事前に

連絡可能な時間帯や方法、窓口、緊急時の対応を確

認しておくことや、療養者の状態について緊急性や

重大性を考慮したうえで連絡・調整を積み重ねる事

が連携の促進につながる可能性があると考える。た

だし、先行研究において看護師は、日常生活援助や

基本的な看護技術についての自己評価は高いものの、

他機関との連携、社会資源活用、家族支援に関する

看護業務に自信がないことを指摘されており、この

点への教育を強化する必要性があるとしている23)。

このことより交流会や同行訪問研修の必要性を感じ

ている人ほど医療介護福祉の連携意識が高かったこ

とからも、連携力を獲得していくための場や機会と

なる本事業の取組には意義があったと考える。 

 今回の調査は、この事業に参加していない訪問看

護師からも回答を得ており、他の訪問看護ステーシ

ョンとの連携の必要性を感じていながらも実際の連

携状況や連携の取りやすさには差があったことから

も、在宅療養推進にむけて、まずは同職種での連携

力向上の機会となる場への積極的参加の啓発が必要

と考える。 

 

３．研究の限界と今後の課題 

 本研究における訪問看護ステーション連携強化事

業の取組の効果については、「連携の必要性」や「連

携の実態」、「連携の取りやすさ」では当該事業の参

加者と非参加者での比較が十分に検討できていない

ため効果は明らかになっていない。また尺度につい

ても５件法での調査には「あまり必要ない」と「必

要ない」との違いが明確でないためにデータに偏り

が生じたものと考える。本事業は連携力向上を目指

し現在も継続しており５年目を迎えることから、今

後は事業の参加者と非参加者での比較による横断的

調査や参加前後の縦断的調査をおこなうことで、こ

の取組の効果について検証する必要がある。 

 

結 論 

 本稿は、在宅医療推進のために訪問看護ステーシ

ョン連携強化の取組を３年間にわたり実施したこと

で“連携”においてどのような成果と課題が見出さ

れたのか、また訪問看護師の多職種連携における今

後の在り方について考察し３点について結論を導き

出した。 

１．今後も「交流会が必要と思っている」は87.8％

で、「同行訪問研修が必要と思っている」は

82.4％だった。 
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２．同行訪問研修が必要と思っているが実際の参加

率は16.8％にとどまり、参加の困難さがあった。 

３．医療介護福祉の連携意識は、年代と職位に有意

な差があった。また交流会が今後も「必要と思

っている」は、「必要と思っていない」より有意

に連携意識の得点が高かった（p<.05）。同行訪

問研修が「必要と思っている」は、「必要と思っ

ていない」より有意に連携意識の得点が高かっ

た（p<.05）。 

 

利益相反の開示：本研究において、申告すべき利益

相反は存在しない。 
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